
１８年度最上郡内市町村決算歳入・歳出構成比率比較
主な歳入

主な歳出

住民１人当たりの歳入は
人口に反比例

但し、新庄市は例外
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その他 403,129 1,057,633 396,543 454,552 484,067 343,991 482,273 1,862,082

地方債 220,900 313,100 284,900 562,900 221,100 349,700 250,300 658,900

繰入金 167,973 151,001 177,817 22,211 7,570 94,298 292,788 125,202

県支出金 122,878 207,619 170,096 217,605 171,080 317,034 172,330 545,320

国庫支出金 81,173 175,499 106,948 588,623 127,398 62,382 145,874 612,359

地方交付税
(特別交付税)

265,833 292,960 177,045 304,917 191,999 188,729 179,194 607,065

地方交付税
(普通交付税)

1,628,892 2,394,643 1,659,684 2,631,430 1,821,745 1,522,560 1,748,363 4,147,316

地方譲与税 98,817 124,502 98,422 148,583 73,059 82,228 88,043 439,061

町税 391,350 723,736 454,342 616,313 313,209 337,828 338,631 4,415,076

金山町 最上町 舟形町 真室川町 大蔵村 鮭川村 戸沢村 新庄市

歳入額　:
単位千円
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その他 619,167 853,955 801,425 1,321,801 473,558 445,350 784,769 2,485,737

補助費等 633,335 666,649 355,277 837,992 605,972 355,726 353,784 2,156,620

物件費 404,475 665,259 380,442 421,329 513,015 380,702 498,229 1,097,082

普通建設事業費（単独事業） 122,346 652,427 225,970 409,551 240,661 461,637 189,371 654,361

普通建設事業費（補助事業） 55,131 83,102 69,676 177,554 51,508 95,170 7,887 4,204

公債費 544,014 906,203 686,269 931,703 552,502 571,035 586,807 2,217,501

扶助費 141,022 228,980 129,452 195,328 129,419 139,771 144,236 1,437,109

人件費 780,784 1,232,736 786,519 1,130,726 799,974 774,773 941,625 3,077,177

金山町 最上町 舟形町 真室川町 大蔵村 鮭川村 戸沢村 新庄市

※その他には他会計へ
の繰出金や積立金も含
まれます

歳出額 : 単位千円

   最上管内の歳入決算額の構成比率を表したグラフです。新庄市を除き地方交付税が歳入の50%超も依存していま
す。新庄市の場合は、税収等の一般財源が大きいため地方交付税の占める割合は町村に比較して小さくなっていま
す。また、わが町と新庄市を除いて他の町村は過疎地域指定となっており、過疎債を発行した場合は普通交付税に
その償還費の70%が算入されることから、過疎指定された場合は普通交付税上では有利となっています。一方、わが
町の町税については、残念ながら長引く雇用低迷や企業も少ないなどの影響もあり、真室川町、最上町、舟形町と比
較するとかなり少ない状況となっております。国・県出金は補助事業などにより真室川町が特に大きいですが、平均
的にほぼ同じ割合となっているようです。なお、このグラフは決算総額を100とした場合に各歳入がどれほどの割合を
占めているかを示したもので、実際の歳入総額はグラフ下の表内の数字となっております。

大蔵村の普通交付税が他に比し大
きいのは、最上広域組合に対する
経費が他市町村分も一括して算入
されているためです

　 主な歳出決算額の構成比率を表したグラフです。金山町は、病院会計、水道会計への補助金を含む補助費等の
占有率が大きい反面、義務的経費(人件費、扶助費、公債費)の割合が管内でも小さくなっています。共通的な特徴
として、建設事業費については、どの市町村も歳出削減を余儀なくされているため、構成割合はかなり小さくなって
います。その他の経費については、他会計への繰出金や積立金等を含んでおり、市町村の特殊事情で、一様に比
較できませんが、人件費と同じぐらい占有比率が大きい傾向にあります。


